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貸借対照表 〈負債・純資産の部〉 （単位：百万円）貸借対照表 〈資産の部〉 （単位：百万円）

科　　目 令和3年度
（令和4年3月31日現在）

令和4年度
（令和5年3月31日現在）

預金積金 428,049 431,824
　当座預金 10,578 9,711
　普通預金 151,860 154,929
　貯蓄預金 2,213 2,112
　通知預金 2,395 2,506
　定期預金 245,398 246,998
　定期積金 14,087 14,033
　その他の預金 1,514 1,533

借用金 31,800 18,300

その他負債 708 1,084
　未決済為替借 45 52
　未払費用 212 267
　給付補塡備金 6 5
　未払法人税等 32 50
　前受収益 51 51
　払戻未済金 18 11
　金融派生商品 6 8
　リース債務 9 7
　資産除去債務 258 560
　その他の負債 66 69

賞与引当金 44 43

退職給付引当金 322 306

役員退職慰労引当金 153 71

偶発損失引当金 177 108

繰延税金負債 − −

再評価に係る繰延税金負債 271 271

債務保証 116 113

負債の部合計 461,643 452,123

出資金 2,360 2,360
　普通出資金 2,260 2,260
　その他の出資金 100 100
利益剰余金 16,712 17,109
　利益準備金 2,402 2,402
　その他利益剰余金 14,309 14,706
　　特別積立金 13,200 13,900
　　当期未処分剰余金 1,109 806

組合員勘定合計 19,072 19,470

その他有価証券評価差額金 △ 1,059 △ 7,266
土地再評価差額金 △ 176 △ 176

評価･換算差額等合計 △ 1,235 △ 7,443

純資産の部合計 17,836 12,026

負債及び純資産の部合計 479,480 464,150

科　　目 令和3年度
（令和4年3月31日現在）

令和4年度
（令和5年3月31日現在）

現金 4,977 6,801

預け金 71,418 71,452

買入金銭債権 18,162 15,937

金銭の信託 2,000 2,000

有価証券 194,141 176,876
　国債 41,652 39,579
　地方債 4,232 2,115
　社債 56,622 51,434
　株式 407 382
　その他の証券 91,226 83,365

貸出金 182,085 184,012
　割引手形 939 1,022
　手形貸付 5,900 5,073
　証書貸付 159,557 161,110
　当座貸越 15,688 16,806

その他資産 2,637 2,517
　未決済為替貸 33 20
　全信組連出資金 1,447 1,447
　前払費用 − 2
　未収収益 868 799
　金融派生商品 6 6
　その他の資産 281 240

有形固定資産 4,601 4,602
　建物 880 896
　土地 3,346 3,346
　リース資産 8 6
　建設仮勘定 − −
　その他の有形固定資産 366 352
無形固定資産 25 17
　ソフトウェア 25 16
　その他の無形固定資産 0 0

前払年金費用 469 475

繰延税金資産 693 658

債務保証見返 116 113

貸倒引当金 △ 1,848 △ 1,314
　（うち個別貸倒引当金） （△1,447） （△1,102）

資産の部合計 479,480 464,150
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科　　目
令和3年度

令和3年4月1日から
令和4年3月31日まで

令和4年度
令和4年4月1日から
令和5年3月31日まで

経常収益 5,933  5,846 
　資金運用収益 5,389  5,149 
　　貸出金利息 2,739  2,662 
　　預け金利息 111  96 
　　有価証券利息配当金 2,345  2,181 
　　その他の受入利息 193  208 
　役務取引等収益 324  320 
　　受入為替手数料 128  114 
　　その他の役務収益 196  205 
　その他業務収益 85  35 
　　国債等債券売却益 48 0 
　　国債等債券償還益 0 0 
　　金融派生商品収益 −  −
　　その他の業務収益 36  34 
　その他経常収益 134  340 
　　貸倒引当金戻入益 −  151 
　　償却債権取立益 109  112 
　　株式等売却益 23  7 
　　その他の経常収益 1  68 

経常費用 4,859  4,962 
　資金調達費用 113  124 
　　預金利息 128  128 
　　給付補塡備金繰入額 4  4 
　　借用金利息 △ 20 △ 8 
　役務取引等費用 417  428 
　　支払為替手数料 50  42 
　　その他の役務費用 367  386 
　その他業務費用 79  407 
　　国債等債券売却損 −  − 
　　国債等債券償還損 73  404 
　　国債等債券償却 −  − 
　　金融派生商品費用 2 0 
　　その他の業務費用 3  2 
　経費 3,741  3,771 
　　人件費 2,153  2,177 
　　物件費 1,415  1,435 
　　税金 173  158 
　その他経常費用 508  229 
　　貸倒引当金繰入額 122  − 
　　貸出金償却 178  113 
　　株式等売却損 114  35 
　　株式等償却 −  −
　　その他資産償却 0  − 
　　その他の経常費用 92  81 

経常利益 1,073  884 

特別利益 −  34 
　　固定資産処分益 −  − 
　　その他の特別利益 −  34 

特別損失 66  11 
　　固定資産処分損 0 0 
　　減損損失 66  − 
　　その他の特別損失 −  11 

税引前当期純利益 1,006  907 

　　法人税、住民税及び事業税 188  148 
　　法人税等調整額 70  50 

法人税等合計 258  199 

当期純利益 747  708 

繰越金(当期首残高) 352  342 

誤謬の訂正による過年度遡及額 −  △ 243 

誤謬の訂正による過年度遡及額を反映した繰越金（当期首残高） −  98 

土地再評価差額金取崩額 9  − 

目的積立取崩 −  −
自己優先出資消却額(△) −  −
当期未処分剰余金 1,109  806 

損益計算書 （単位：百万円）

（ 　　　　   ）（ 　　　　   ） 科　　目 令和3年度
（令和4年3月31日現在）

令和4年度
（令和5年3月31日現在）

当期未処分剰余金 1,109 806 

剰余金処分額 767 467 
　特別積立金 700 400 
　出資に対する配当金 67 67 
　（うち、普通出資配当金） 67 67

繰越金(当期末残高) 342 339 

財務諸表の適正性、内部監査の有効性

　私は、当組合の第73期（令和4年4月1日から
令和5年3月31日まで）の事業年度における貸借
対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の
適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有
効性を確認いたしました。
	 令和5年6月28日

	 新潟縣信用組合
	 　理事長

剰余金処分計算書 （単位：百万円）

（年３%の割） （年３%の割）

法定監査の状況

　当組合は、「協同組合による金融事業に関する法律」第5条の
8第3項に規定する「特定信用組合」に該当しておりますので、
通常総代会に提出される「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処
分計算書」につきましては、会計監査人である「EY新日本有限
責任監査法人」の監査を受けております。
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注記事項

1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記
については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償
却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等につ
いては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価
証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
4．土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行っております。
　なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産に計上しております。
　再評価を行った年月日		  平成11年3月31日
　当該事業用土地の再評価前の帳簿価額	 4,027百万円
　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額	 3,339百万円
　同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年政令第119号）第2
条第4号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定
めて公表した方法に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ
て算出。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

1,880百万円
5．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成

10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成
28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物	 6年～50年
その他	 3年～20年

6．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却してお
ります。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利
用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

7．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース
資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残
存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該
残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

8. 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
9．貸倒引当金は、当組合が定める資産自己査定基準及び分類資産の償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下

「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権につい
ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。
　上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今
後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又
は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加え
て算定しております。
　全ての債権は、資産自己査定基準に則り、営業店において第一次の査
定を実施し、資産自己査定委員会において第二次の査定を実施した上で、
当該部署から独立した監査部が内部監査の実施によりその適切性の検証
を行い、その結果に基づいて引当てを行っております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金
額は506百万円であります。

10．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与

の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
11．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
　また、数理計算上の差異は各発生年度の職員の平均残存勤務期間内
の一定年数（9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期
から費用処理することとしております。

12．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員
に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生して
いると認められる額を計上しております。

13．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の将来に
おける支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

14. 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

15．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
16. 収益の計上方法については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識しております。

17. 重要な会計上の見積り
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類等にその額を計上し
た項目であって、翌事業年度に係る計算書類等に重要な影響を及ぼす可
能性があるものは、次のとおりです。
(1) 貸倒引当金    1,314百万円

　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として上記9に記載し
ております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業
績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定してお
ります。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類等における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 繰延税金資産    658百万円
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生
時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確
実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際
に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事
業年度の計算書類等において、繰延税金資産の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

(3) 減損損失 　－百万円　有形固定資産・無形固定資産  4,619百万円
　固定資産に減損の兆候が存在する場合は、当該資産の将来キャッ
シュ・フローに基づき、減損損失の要否の判定を実施しております。
減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位につい
ては、他の資産または資産グループのキャッシュ・インフローから概ね
独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして認識される資
産グループの最小単位としております。
　固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フロー及び
割引率について一定の仮定を設定しております。これらの仮定は将来
の不確実な経済状況および当組合の経営状況の影響を受け、翌事業
年度以降の計算書類等に重要な影響を与える可能性があります。

18.  会計方針の変更
  (時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
31号　令和3年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)
を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める
新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、当
該会計基準等の適用が計算書類に与える影響は軽微であります。 

19.  誤謬の訂正
当事業年度において、「大気汚染防止法の一部を改正する法律」（令和2年
10月7日）公布に伴い過年度に計上すべき資産除去債務の金額に誤謬が
あることが判明したことから、誤謬の訂正を行いました。当該誤謬の訂正
による累積的影響額は、当該事業年度の期首の利益剰余金に反映しており
ます。この結果、当期未処分剰余金が243百万円減少しております。

20．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊

貸借対照表関係 （令和5年３月３１日現在）
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急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権
は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払
の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が
有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸
出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証
見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付
けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるも
のに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額	 1,165百万円
危険債権額	 4,345百万円
三月以上延滞債権額	 12百万円
貸出条件緩和債権額	 1,580百万円
合計額	 7,103百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続
開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務
者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に至っていないが、財政状態
及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取
りができない可能性が高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権
に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権及
び危険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．手形割引により取得した商業手形の額面金額は1,022百万円であります。
22．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針
　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理(ALM)をしております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客さまに
対する貸出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目
的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客さまからの預金であり、流動性リス
クに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されてお
ります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

　当組合は、貸出業務規程及び信用リスク管理規程に従い、貸出
金について、個別案件毎の与信審査、与信限度額、信用情報管理、
保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制
を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行わ
れ、定期的に又は必要に応じて、経営陣による常務会や理事会を
開催し、審議・報告を行っております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金経理部におい
て、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

② 市場リスクの管理
(ⅰ)	� 金利リスクの管理

　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しており、
常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議
を行っています。
　日常的には資金経理部において金融資産及び負債の金利
や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等
によりモニタリングを行い、月次ベースで常務会に報告し、四

半期毎に理事会に報告しております。
(ⅱ)	� 為替リスクの管理

　当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件毎に管理
しております。

(ⅲ) 価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会
の監督の下、本部資金運用規程に従い行われております。
　資金経理部では、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通
じて、価格変動リスクの軽減を図っております。

（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
（a）VaRの計測状況

　当組合は、市場リスクのうち市場価格がある有価証券
のリスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量
がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当組合の有価証券統合VaRは分散共分散法（保有期
間60日、信頼区間99％、観測期間240日）により算出
しており、令和5年3月31日（当該事業年度の決算日）
現在で当組合の有価証券のリスク量（損失額の推定値）
の全体は、4,897百万円であります。
　また、市場リスクのうち有価証券を除いた市場リスク額

（預け金・貸出金・預金等）についてもVaRにより月次で計
測しており、モンテカルロ法（保有期間250日、信頼区間
99％、観測期間1,250日）により算出しております。令
和5年3月31日現在で当組合の有価証券を除いた市場
リスク額全体は、△2,957百万円であります。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算
出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、
通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下に
おけるリスクは捕捉出来ない場合があります。

（b）BPVの計測状況
　当組合は、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、有価証券のうち債券
および投資信託、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」、「デリ
バティブ取引」のうちの金利スワップ取引があります。
　当組合は、これらの金融資産および金融負債について、
金利リスクのみを主要なリスク変数と捉え、感応度分析値

（BPV）による時価の変動額を月次で計測しております。
　当該変動額の算定については、対象の金融資産および
金融負債を固定金利と変動金利に分け、それぞれの金利
満期に応じ適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利
変動幅を用いております。なお、投資信託の変動額算定
については、円金利および海外金利とも簡便法を使用し
ております。
　当組合は、行動オプション性を考慮しており、流動性預
金の滞留についてはコア預金内部モデルを使用し、固定
金利貸出（住宅ローン）の期限前返済および定期預金の
早期解約については当局設定値を使用し計測しておりま
す。なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定である
と仮定し、令和5年3月31日現在、指標となる金利が円
金利1.00％、海外金利は2.00％または3.00％に上昇
したものと想定した場合の時価減少額は7,070百万円
であります。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を
前提としており、金利とその他のリスク変数との相関を考
慮しておりません。さらに、異なる通貨間での金利リスク
の相関も考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた
場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスク管理
　当組合は、ALMを通して適時に資金管理を行うことによって、流
動性リスク管理をしております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価格が含まれております。当該価
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格の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出し
た時価に代わる金額を含めて開示しております。

23．金融商品の時価等に関する事項
　令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資
金は、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

（1） 預け金 71,452 71,525 72
（2） 有価証券
　　　満期保有目的の債券 － － 　－
　　　その他有価証券 171,939 171,939 －

（3） 貸出金（※1） 184,012
　　　貸倒引当金（※2） △1,293

182,719 185,554 2,835
（4） 買入金銭債権（※1） 15,937 16,022 84
（5） 金銭の信託（※1） 2,000 2,003 3

金融資産計 444,049 447,045 2,995
（1） 預金積金 431,824 432,223 398
（2） 借用金 18,300 18,300 －

金融負債計 450,124 450,523 398

（※1） 貸出金、買入金銭債権、金銭の信託の「時価」には、「簡便な計算に
より算出した時価に代わる金額」が含まれております。

（※2） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し
ております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
(1) 預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分毎に、新規に預け金を行った場合に想定される適
用金利で割引いた現在価値を算定しております。

(2) 有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。投資信託は市場における取引価格が
存在している場合は、当該価格を時価としております。市場における取
引価格が存在しない投資信託については、解約等に関して市場参加者か
らリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合、基準価額を
時価としており、当該重要な制限がある場合は基準価額を時価とみなし
ております。
　なお、保有目的区分毎の有価証券に関する注記事項については24～
27に記載しております。

(3) 貸出金
　貸出金は、以下の①～④の合計額から、貸出金に対応する個別貸倒引
当金を控除する方法により算出し、その算出結果を簡便な方法により算
出した時価に代わる金額として記載しております。
① 6カ月超の延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積もりが困難な

債権については、その帳簿価額。
② ①以外のうち、変動金利によるものは帳簿価額。また、預金担保に

ついても、市場金利の動きを反映した担保預金金利によって変動す
るため、その帳簿価額。

③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づ
く区分毎に、元利金の合計額を、債務者区分で正常先に同様の新規
貸出を行った場合の新規実行レートで割引いた価額。なお、地公体
に 対 する融 資 は、無リスクとの 見 解 からマ ー ケットレート
(TIBOR･SWAP金利)にて割引いた価額。また、制度融資は、通
常の新規実行レートより低い金利で実行されるため、マーケットレー
トプラス制度融資に係る信用コストにて割引いた価額。

④ ①以外のうち、カードローン等の期間の定めのないローン商品は、そ
の帳簿価額。

(4) 買入金銭債権

　買入金銭債権は、マーケットレート(TIBOR･SWAP金利)で割引くこ
とで、現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

(5) 金銭の信託
　金銭の信託は、マーケットレート(TIBOR･SWAP金利)で割引くこと
で、現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

金融負債
(1) 預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価
額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間毎
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割引いて現在価値を算定してお
ります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。

(2) 借用金
　借用金のうち、当座借越については帳簿価額を時価としております。

（注2）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとお
りであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 207
全信組連出資金（※1） 1,447
その他出資金（※1） 4,751
組合出資金（※2） 0

合　計 6,406

（※1）非上場株式、全信組連出資金及びその他出資金については、企
業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関す
る適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の
対象とはしておりません。

(※2）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年7月4日）第27
項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10年超

預け金（※1） 58,952 12,000 － 500
有価証券
　満期保有目的の債券 － － － －
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 12,058 62,223 34,171 51,693

貸出金（※2） 33,006 64,337 38,910 25,711
買入金銭債権 5,160 8,116 － 2,660
金銭の信託 2,000 － － －

合　計 111,178 146,676 73,081 80,564
（※1）預け金のうち、期間の定めのないものは１年以内に含めており

ます。
（※2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権

等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含
まれておりません。

（注4）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

1年以内 1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10年超

預金積金（※1） 337,967 92,517 99 1,240
借用金（※2） 18,300 － － －

合　計 356,267 92,517 99 1,240
（※1） 預金積金のうち、要求払預金は１年以内に含めております。
（※2） 借用金のうち、当座借越は１年以内に含めております。

24．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ
れらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「外国証券」、「その他の証
券」が含まれております。以下、27まで同様であります。
(1) 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
(2) 満期保有目的に区分した債券はありません。
(3) その他有価証券



健
全
な
経
営
の
た
め
に

地
域
と
け
ん
し
ん

47

当
組
合
の
め
ざ
す
も
の

営
業
の
ご
案
内

組
織

当
組
合
の
あ
ゆ
み

デ
ー
タ
編

業
績
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト

KENSHIN Disclosure 2023

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：百万円）
貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

株　式 － － －
債　券 31,152 30,731 421
　国　債 8,834 8,626 208
　地方債 2,115 2,067 48
　社　債 20,201 20,037 164
その他 24,459 23,891 568
　外国証券 12,119 11,836 283
　その他の証券 12,339 12,054 284

小　計 55,611 54,622 989

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】 （単位：百万円）
貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

株　式 174 184 △10
債　券 61,976 65,646 △3,669
　国　債 30,744 33,350 △2,606
　地方債 － － －
　社　債 31,232 32,295 △1,063
その他 54,176 59,230 △5,053
　外国証券 21,493 22,213 △719
　その他の証券 32,682 37,016 △4,334

小　計 116,327 125,061 △8,733
合　計 171,939 179,684 △7,744

25．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
26．当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
	 売 却 価 額	 売　却　益	 売　却　損

	 1,166百万円	 １百万円	 －百万円
27．その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は次のとお

りであります。
（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

債　券 8,458 23,525 11,779 46,900
　国　債 2,028 6,370 334 30,846
　地方債 289 1,265 518 42
　社　債 6,140 15,889 10,926 16,012
その他 3,600 38,697 22,391 4,792

合　計 12,058 62,223 34,171 51,693

28．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合
出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下
落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価
差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しており
ますが、当事業年度における減損処理はありません。また、時価が「著し
く下落した」と判断するための基準は時価が取得原価に比べて50％以
上下落した場合、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落し
過去１年間に30％未満の下落率とならなかった場合（債券については格
付がBBB相当以上のものを除く）であります。

29．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。
　その他の金銭の信託	
　貸借対照表計上額	 2,000百万円
　当期の損益に含まれた評価差額はありません。
満期保有目的の金銭の信託及び運用目的の金銭の信託の取り扱いはあ
りません。

30．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融
資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反が
ない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、25,893百万円であります。
これは、原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものであります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行
申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨
の条件が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

31．有形固定資産の減価償却累計額　　　7,697百万円
32．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、営業用車両等についてリー

ス契約により使用しています。
33．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　

13百万円
34．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以

下のとおりであります。
（単位：百万円）
金　額

繰延税金資産
　貸倒引当金・貸倒償却損金算入限度額超過額 953
　減損損失   502
　退職給付引当金損金算入限度額超過額   84
　減価償却費損金算入限度額超過額 41
　その他有価証券評価差額金 2,126
　その他 255
繰延税金資産小計  3,963
評価性引当額
　将来減算差異等の合計に係る評価性引当額 △3,148
評価性引当額小計 △3,148
繰延税金資産合計 815
繰延税金負債
　資産除去債務 25
　前払年金費用 131
　その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計 156
繰延税金資産の純額 658

35．担保に提供している資産は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

担保提供している資産
預け金 26,000
有価証券 19,438

担保資産に対応する債務 借用金 18,300
上記のほか、公金取扱い、為替取引及び日本銀行歳入復代理店取引のた
めに、その他の資産27百万円及び預け金20,079百万円を担保として
提供しております。

36．出資１口当たりの純資産額　　5,319円71銭

損益計算書関係 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）

1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．その他の経常費用には、日本債権回収㈱へ不動産担保付債権等を売却した
ことによる損失11,396千円を含んでおります。

3．出資１口当たりの当期純利益　　313円35銭




